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IR（Integrated Resort）とは

東洋大学国際観光学部国際観光学科教授 佐々木　一　彰

１.はじめに

2018 年にカジノを収益の核とした統
合型リゾート（Integrated Resort）が
日本で合法化された。この法律はまだ一
般的な誤解が若干残っているようである
がカジノ単体のみを合法化するわけでは
ない。あくまでもカジノを合法化し、そ
してその収益力の高いカジノに全体的な
収益力からしてみたら収益力のあまり高
くない観光振興に役立つ施設を建設させ
運営させるというビジネスモデルである
（統合型リゾート）。

日本では偶然の事象に原則、金銭を「賭
ける」ことは以下の刑法に抵触する。

（賭博）
第百八十五条　賭博をした者は、五十万
円以下の罰金又は科料に処する。ただ
し、一時の娯楽に供する物を賭けたに
とどまるときは、この限りでない。
（常習賭博及び賭博場開張等図利）
第百八十六条　常習として賭博をした
者は、三年以下の懲役に処する。
２　賭博場を開張し、又は博徒を結合

して利益を図った者は、三月以上五
年以下の懲役に処する。

（富くじ発売等）
第百八十七条　富くじを発売した者は、
二年以下の懲役又は百五十万円以下の
罰金に処する。
２　富くじ発売の取次ぎをした者は、

一年以下の懲役又は百万円以下の罰
金に処する。

３　前二項に規定するもののほか、富
くじを授受した者は、二十万円以下
の罰金又は科料に処する。１）

しかしながら、以下の刑法 35条に「法
令又は正当な業務」による行為は罰しな
い。

第七章　犯罪の不成立及び刑の減免

（正当行為）
第三十五条　法令又は正当な業務によ
る行為は、罰しない２）。

とあり、日本では公営競技を始めとす
る各種合法的な「偶然の事象に金品を賭
ける」ギャンブルが合法化されている。
つまり各種のギャンブルを合法化するた
めの特別法が存在しているので日本では
合法的にギャンブルが存在出来ているの
である。これらの違法性が阻却されるた
めには前述の通り特別法が必要であるが
その特別法は「社会的に見て何か意義の
あること」を行うために制定されている。
例えば元々は競馬は「早く、強い軍馬を
育成するため」に特別法が制定され競馬
に賭けることが合法化された経過があっ
た。また宝くじにしてみても第二次世界
大戦下の資金を調達させるために合法化
されてきた経過があった。現在ではそれ
ぞれ「馬の改良増殖その他畜産の振興に
寄与するとともに、地方財政の改善を図
るため」（競馬法）３）「経済の現状に即応
して、当分の間、当せん金付証票の発売
により、浮動購買力を吸収し、もつて地
方財政資金の調達に資すること」（当せ
ん金付証票法：宝くじ法）４）がそれぞれ
の目的となっている。特定複合観光施設
区域整備法（IR実施法）は前述の通りギャ
ンブルであるカジノを収益の核とした統
合型リゾートを合法化するための法律で
ある。したがって、この法律は広い意味
での観光振興が違法性阻却の柱の一つと
なる。つまり交流人口の増加、観光振興
という大きな国の施策の流れの中で本法
律は作成された流れがある。

２.観光振興

前述の通り IR 実施法はカジノのみ合
法化するわけではなくあくまでも観光振
興にカジノを有効に役立てるための法律
である。日本が観光産業を政策的、体系
的に振興してゆく試みは第一回目の東京

オリンピックが開催された 1964 年の前
年度に制定された「観光基本法」が初め
ての試みであった。その政策の目的は以
下に記されているように 1952 年に日本
がサンフランシスコ基本条約で主権を回
復した後、国際社会の表舞台に立つ際に
観光産業を国際的な水準にまで何とか引
き上げたいという意図が見て取れるが観
光産業を国の基幹産業のうちの一つにま
で引き上げてゆこうとする姿勢までは見
て取れないように思われる。

（国の観光に関する政策の目標）
第一条　国の観光に関する政策の目標
は、観光が、国際収支の改善及び外国
との経済文化の交流の促進と、国民の
保健の増進、勤労意欲の増進及び教養
の向上とに貢献することにかんがみ、
外国人観光旅客の来訪の促進、観光旅
行の安全の確保、観光資源の保護、育
成及び開発、観光に関する施設の整備
等のための施策を講ずることにより、
国際観光の発展及び国民の健全な観光
旅行の普及発達を図り、もつて国際親
善の増進、国民経済の発展及び国民生
活の安定向上に寄与し、あわせて地域
格差の是正に資することにあるものと
する。５）

この法律が制定されたのは日本の高度
経済成長の時期であり観光産業を国の基
幹産業のうち一つにまで育成する必要は
なかったということである。

その後、日本が人口減少社会に入るこ
とを鑑み観光基本法が全面的に改訂され
観光立国推進基本法が 2007 年に公布さ
れた。その目的は以下にあるように観光
産業を国の基幹産業として育成し「観光
立国」を目指すものである。

（目的）
第一条　この法律は、二十一世紀の我
が国経済社会の発展のために観光立国



（寄稿文）51

を実現することが極めて重要であるこ
とにかんがみ、観光立国の実現に関す
る施策に関し、基本理念を定め、並び
に国及び地方公共団体の責務等を明ら
かにするとともに、観光立国の実現に
関する施策の基本となる事項を定める
ことにより、観光立国の実現に関する
施策を総合的かつ計画的に推進し、
もって国民経済の発展、国民生活の安
定向上及び国際相互理解の増進に寄与
することを目的とする。６）

観光産業を国の基幹産業のうちの一つ
として育成し観光立国を目指すというこ
とは減ってゆく地域の人口が費消する消
費金額を交流人口、観光人口で補おうと
いうことであり、本法律が制定され様々
な観光振興のための施策がとられ、特に
観光客一人当たりの消費金額の大きいイ
ンバウンド観光客の誘致においては数の
面では大きな成功をおさめたようである。
法制定の2007年は 8,346,969人であっ
たインバウンド観光客は 2018 年には
31,192,000 人にまで伸長した７）。そし
て最も重要な旅行消費金額においては
2018 年は総額 4兆 5,189 億円と過去最
大となったが、旅行客一人当たりの消費
金額は 2015 年の 176,167 円を最高と
して近年は為替の変動も考慮する必要が
あるが横ばい、ないし微減の傾向を示し
ている（2018 年：153,029 円）８）。こ
のように観光政策は最も客単価の高いイ
ンバウンド観光客を鑑みた場合、数の面
を考えた場合には大きな成功を収めてい
るようであるが質の面（一人当たりの消
費金額）の面については大きな課題を抱
えている。その解決策のうちの一つとし
て考案されたのが IR 実施法である。収
益力が大きいカジノが建設費用から見た
場合とても割に合わない、しかし観光客
一人当たりの客単価を向上させる方法と
して有効に活用させる施設の建設、運営
をカジノ免許を持つ IR 事業者に行わせ
るという方法である。そのうちの一つの
具体的なものとして MICE 振興が考えら
れる。MICE とは Meeting（会議、研修）
Incentive（報奨旅行等）、Convention（学
会、会議）、Exhibition（展示会）の頭
文字をとったものであり、ビジネスツー
リズムの一種である。MICE に参加する海
外顧客の費消する一人当たりの消費金額
は通常の顧客の費消する金額のほぼ倍で
ある。それは当該 MICE に参加する顧客
の旅費、滞在費は顧客の所属する組織が

出費し、それ以外の食費、観光費用等は
顧客が自ら出費することが多いからであ
る９）。

ある程度、経済効果を見込める MICE
施設は建設するためには巨額な資金を必
要とする。

国際的に見てみても巨大な MICE 施設
は公的な関与があるものがほとんどであ
り通常の民間企業では建設からすべて出
資した場合経営上成り立たない 10）。現時
点での国、および地方自治体の財政状態
を鑑みた場合、MICE の建設に公的な資金
を入れることができるほど余裕はないも
のと思われる。したがって、次に詳述す
るが IR 実施法により収益力のあるカジ
ノの免許を保持する IR 事業者が、通常
の民間事業者であれば建設から請け負っ
た場合には割に合わない旅行客一人当た
りの消費単価に付与する MICE 施設等を
建設、運営させる、つまり、観光振興に
寄与させるためにギャンブルであるカジ
ノの違法性を阻却させる法律が IR 実施
法なのである。

３.特定複合観光施設区域整
備法（IR実施法）

前述の通り IR 実施法は観光振興とい
う国の政策の流れの中で出てきた法律で
ある。

それは以下の法の目的に記されている
とおり交流人口、観光人口の増加を目指

している。
そして、前述の観光客一人当たりの顧

客単価をあげる施設であるが建設に巨額
の費用がかかる表－１で示す施設もカジ
ノとともに同時に設置しなければならな
いことは法二条における特定複合観光施
設区域の定義に記されている。

表－２で示した各種施設、特に MICE
施設（国際会議場、展示場）は前述の通
り建設に巨額の資金を要する。そして他
の種類の施設についても観光人口、交流
人口、そして観光客の一人当たりの客単
価をあげるための機能を有している。ま
た、地域への送客施設については当該 IR
施設のみが潤い、その近辺の地域にはメ
リットがないことがないように設置が義
務付けられた施設である。

そして IR に関する主要規制は表－２
のようになっている。

この主要規制の納付金（30％の半分
の 15％が当該 IR設置地域の取り分）の
使用方法については最後の項目に触れて
いるように観光振興、地域経済振興、社
会福祉、文化芸術振興のために使用する
ことができ IR 事業の運営によって得ら
れる経済効果とともに財政上のメリット
は大きい。

また、当該法律に加え 2019 年３月に
特定複合観光施設区域整備法施行令が公
布された。本施行令は当該法律をさらに
詳しく定めたものであり前述の通常の民

表－１　カジノとともにIRに必ず設置しなければならない施設

図－１　特定複合観光施設区域整備法（IR実施法）の目的

出所：特定複合観光施設区域整備法　第一条より作成。

出所：特定複合観光施設区域整備法　第一条より作成。
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間企業では建設費用を考えた場合、経営
上、成り立たせることが難しい MICE 施
設の規模を以下のように定めている。こ
の基準はかなり大規模な MICE 施設であ
り日本における IR はかなり大規模なも
のを期待していることがうかがえる。

（国際会議場施設の基準）
第一条　特定複合観光施設区域整備法
（以下「法」という。）第二条第一項第
一号の政令で定める基準は、主として
国際会議の用に供する室のうちその収
容人員が最大であるものの収容人員
（以下この条及び次条において「最大
国際会議室収容人員」という。）がお
おむね千人以上であり、かつ、主とし
て国際会議の用に供する全ての室の収
容人員の合計が最大国際会議室収容人
員の二倍以上であることとする。
（展示施設、見本市場施設その他の催
しを開催するための施設の基準）
第二条　法第二条第一項第二号の政令
で定める基準は、次の各号に掲げる最
大国際会議室収容人員の区分に応じ、
主として展示会、見本市その他の催し
の用に供する全ての室の床面積の合計
が当該各号に定める面積以上であるこ
ととする。
一　おおむね千人以上三千人未満おお

むね十二万㎡
二　おおむね三千人以上六千人未満お

おむね六万㎡
三　おおむね六千人以上おおむね二万

㎡11）

また、宿泊施設についても日本におい
てはラグジュアリータイプのホテルが諸
外国と比較してそれほど多くないことお
よび巨大な MICE 施設と一体化した宿泊
施設が多くないことを鑑み日本型 IR 施

設にはそれらの日本の観光施策の足りな
い点を補う宿泊施設の基準を以下のよう
に定めている。これを見てみた場合、日
本の IR における宿泊施設の規模が大き
くスイートルームの割合が多くなること
が見て取れる。

（宿泊施設の基準）
第五条　法第二条第一項第五号の政令
で定める基準は、次のとおりとする。
一　全ての客室の床面積の合計がおお

むね十万㎡以上であること。
二　次に掲げる事項が、国内外の宿泊

施設における客室の実情を踏まえ、
利用者の需要の高度化及び多様化を
勘案して適切なものであること。

イ　客室のうち最小のものの床面積
ロ　独立的に区画されたそれぞれ一以

上の居間及び寝室を有する客室（ハ
において「スイートルーム」とい
う。）のうち最小のものの床面積

ハ　客室の総数に占めるスイートルー
ムの割合12）

このように日本におけるカジノを収益
の核とした IR は、その強力な収益のエ
ンジンを生かし、通常の民間投資では難
しい巨大な MICE 施設を建設し、その
MICE 事業を補強するため、そして、諸外
国と比較して数が少ないラグジュアリー
タイプの宿泊施設を建設するということ
を目指している。つまり国策である観光
振興における観光客一人当たりの客単価
をあげることに資する施策が特定複合観
光施設区域（IR:Integrated Resort）な
のである。

当然、建設費、投資額は巨額となりそ
の IR が設置された地域における経済的
効果もかなり大きいものと予想される。

４ .IR（Integrated Resort）
の経済効果

前述の通り IR における経済的な効果
は大きい。例えば横浜に IR が設置され
た場合の予想値としては表－３のように
予測されており、かなり大きい。

また、上述の通り IR の建設、そして
稼働に伴い経済波及効果が見込めるがそ
の経済波及効果が及ぶ業種、職種はただ
単にカジノ関連のみではない。日本版 IR
はあくまでもカジノを核とした統合型リ
ゾートなので IR の設置に伴う「仕事」
は多岐にわたっている。例えば IR の誘
致を目指している長崎県・佐世保市は表
－４のような関連産業に経済波及効果が
あることを予想している。

IR の設置による具体的に目に見える
形での経済波及効果は前述のとおりであ
るが IR（カジノ）の設置による付近の地
価の変化については、IR（カジノ）につ
いてあまり良いイメージを持っていない
人々にとっては下落するというという懸
念を抱いている人々が多いものと思われ
る。しかし、しっかりと規制された環境
下ではかえって地価は上がるという研究
結果が公表されている。

Walker（2013,pp.261 ～ 278）13） は
デトロイトにあるカジノの収益と商業不
動産の価格との関係を検証しているのが
それである。ミシガン州がカジノを合法
化したのは 1996 年で 1999 年に最初の
カジノをオープンした。デトロイトにあ
るカジノ３件は近接しており２㎞ほどし
か離れていない（MGM グランド・デトロ
イト、モーターシティ・カジノ、グリー
クタウンカジノ）。Walker は「カジノが
周辺エリアよりすべての収益を吸い上げ
るのであれば商業価値は下がる。反対で
あれば上がる。」という観点よりデータに
基づいて検証を行った。その結果、８㎞
圏内にある独立系店全般、飲食店、ガソ
リンスタンドはすべてプラス（特にガソ
リンスタンドとコンビニ）となり、消費
者が金を落とさずに小売店舗の価値を落
とす業種は見つからなかった。結果とし
て、デトロイトの場合には市内の小売店
舗価値にプラスの影響を与えている（た
だしカジノから離れるにつれてその影響
は弱くなる）という結論が導き出された。

当然、まだ、日本版 IR は稼働してい
ないので地価が今後どのように動くかに
ついて断言はできないが海外の事例を鑑
みた場合、マイナスには動かないものと

表－２　IRに関する主要規制

出所：特定複合観光施設区域整備法より作成。
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予想されるかもしれない。
また、観光地としてのブランド価値を

あげることはその他の観光地との競争に
勝利するため、客単価をあげるために必
要である。その点については通常の製品、
商品と何ら変わりがない。その一般的な
「ブランド品」の「ロゴ」「マーク」にあ
たるものが観光地の「アイコン」である。
その「アイコン」は地域の歴史、文化等
を体現したものでなければならない。海
外のカジノを収益のエンジンとした IR
はそのエリア、国のアイコンとなってい
るケースが見受けられる。日本の IR に
おいても現在、公表されている特定複合
観光施設区域整備法の基本方針（案）
（P.30）の評価項目内に以下が示されて
おり日本版 IRにおいてもその IRが設置
された地域におけるアイコンに十分なり
うるものと考えられる。
・IR区域全体のコンセプトが、明確であ

り、極めて高い国際競争力を有する優
れたものであるとともに、他国の成功
事例の模倣ではなく、独自性を有する
ものであることが求められる。

・IR区域内の建築物のデザインが、IR区

域全体のコンセプトを具現化してお
り、IR区域が立地する地域の新たな象
徴となり得るような先進性や他には見
られない魅力を有するとともに、周囲
の景観や環境と調和したものであるこ
とが求められる。

５.おわりに

日本におけるカジノを収益のエンジン
とした IR は日本の減りつつある人口が
費消していた消費金額を交流人口、観光
人口で補おうとする国の観光振興という
文脈の中で出てきた概念である。そのた
めには観光客一人当たりが消費する金額
をあげる方策が必要であり建設費用から
見た場合「割に合わない」。しかし、観
光振興、観光客一人当たりの客単価を増
やすためには必要な施設（MICE 等）の建
設、運営を収益力の高いカジノ事業者（IR
事業者）にカジノ免許の付与と合わせて
行わせようとするのが日本における IR
である。

日本における IR は「あくまでもカジ
ノを収益のエンジンとした統合型リゾー
ト」なので投資規模は大きく、経済波及

効果は大きい。加えて、その経済波及が
及ぶ業種は多岐にわたっている。また、
IRがその地域における「アイコン」とな
り、その「地域ブランド」「観光地ブラ
ンド」を高める可能性は極めて高い。
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表－４　長崎県・佐世保市におけるIR関連産業のイメージ

表－３　横浜市にIRを設置した場合の経済効果

出所： 横浜市(2019)『ＩＲ（統合型リゾート）等 新たな戦略的都市づくり検討調査（その４）報告書』p.155を修
正(https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/seisaku/torikumi/IR/ir.files/irhoukoku4.pdf:2020年3月
31日アクセス）

出所： 長崎県・佐世保市IR推進協議会有識者会議(2018)『長崎IR基本構想有識者会議取りまとめ』p.29(本報告者は
2017年10月より2018年3月まで長崎県・佐世保市におけるIR検討の有識者会議のメンバーであった）


